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１．海洋温度差発電と海洋深層水活用
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1. 海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用技術について

OECCでの取組の上位目標

パリ協定及びグラスゴー気候合意に基づき、気候変動にレジリエントであり、1.5度
目標に整合した脱炭素社会の構築に向け、開発途上国における開発の取組理
に対する協力を推進する。
→この目標の下で、すでに東南アジア諸国を中心として、NDCやNAPの策定実施、JCM等を活用した脱炭素技術の展開など
を実施中。OTECと海洋深層水活用プロジェクトは、それらと並ぶものとして位置付けていくことを想定。

推進の目的

• エネルギー安全保障や安定供給に大きな課題のある島嶼国に対する脱炭素の
ソリューションを提供する。

•水資源の課題に対するソリューションと、社会経済開発のコベネフィットを提供する。
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1-1. 推進の目的
今回の議論では、CRDのコンセプトに基づく

具体的な取組の一つとしての可能性を検討する。



1. 海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用プロジェクトについて

出典：資源エネルギー庁ホームページ

1-2. 島嶼国・地域のエネルギー・水事情

島嶼国・地域の場合、長期固定電源のオ
プションが少ない場合が多い。

太陽光電池はコストは下がってきたが電力
供給が不安定。特に、電源系統が小さい
島嶼国・地域では、系統の安定運用に課
題。また、バッテリー技術導入は、寿命や廃
棄物処理の課題も大きい。

島嶼国・地域の場合、石炭・ディーゼル火
力発電の割合が大きい傾向にある。

課題：結果として、原単位当たりのGHG排出量が大きい。また海外からの化石燃料の輸入は、
割高であり国民経済にとっての負担。さらに、エネルギー安全保障の課題が大きい。 4
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島嶼国の課題



1. 海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用プロジェクトについて
1-2. 島嶼国・地域のエネルギー・水事情

http://watercycle.gsfc.nasa.gov/ Water Resources and Water Accounts in Mauritiusより引用

課題：大規模な河川が少ない小島嶼地域においては、水資源確保（飲料・農業用水）は大き
な課題。気候変動により、水資源へのアクセスがより厳しくなっている国も多く存在する。

モーリシャスのケース

大きな河川が少ないことから、水資
源の大部分は雨水に依存している。

地質により、雨水涵養の容量が異な
るが、水を吸収しにくい地質の場合
は、雨水がすぐに海に流れ出てしまう。
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水資源問題は
小島嶼国
共通の課題

http://watercycle.gsfc.nasa.gov/


1.海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用プロジェクトについて

1-3. OTEC・海洋深層水活用のベネフィット
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1-3. OTEC・海洋深層水活用のベネフィット

1.海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用プロジェクトについて
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1. 海洋温度差発電（OTEC)と海洋深層水活用プロジェクトについて

ナウル共和国におけるOTEC Pre-FSプロジェクト

(CTCN: 2020～2022年 実施済み）

1-4. OECCでの取組

その他、CTCN事務局、民間企業や佐賀大学（OTEC研究者）と協力
を行い、途上国政府・電力会社との協議、案件の掘り起こしを実施中。

島嶼途上国（SIDS)における気候資金ワークショップにおいて
OTEC技術の紹介（2022年3月）
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「ナウル共和国におけるOTEC Pre-FSプロジェクト」の成果

• Pre-FS報告書

• GCFコンセプトノート

• CTCN事務局との連携によるGCFとの協議（実施中）
https://www.ctc-n.org/technical-assistance/projects/otec-ocean-energy-technical-pre-feasibility-
study



Results of Site Selection Survey by University of Tokyo 
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CTCN/OECC Prefeasibility Study Report for OTEC-Nauru (Feb 2022)



２．島嶼国・地域におけるエネルギー安
定供給の観点から見た海洋温度差発電

（沖縄県久米島の経験の島嶼国への移転）
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沖縄県久米島町によるクリーンエネルギーに向けた取組

琉球新報 2018年2月20日より

久米島町エネルギービジョン
「2040年までに、島内で消費される
エネルギーの100％を再生可能エネル
ギーによって自給する。」

平成27年（2015年）度に策定した「第2次久米島
町総合計画基本構想」において「再生可能エネルギーに
よるエネルギー自給率の向上」を施策の1つとして掲げ、
その導入促進の指針として、「久米島町エネルギービジョ
ン2020」を策定
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久米島におけるエネルギー需給の内容
（2018年度のエネルギー変換）

太陽光発電導入の状況

Okinawa Electric Company Kumejima Power Station
Diesel Power Generators 7units 16,500kW  C-grade heavy oil

Kumejjima Sugar Co. Bagasse Power Generation Facility 1unit
1,200kW

(Only operates Jan～Mar., self-consumption)

Solar Power Generation Equipment 2,500kW
Kumejima Town Gushikawa Land Improvement Zone 389kW
Households, etc

13CTCN/OECC Prefeasibility Study Report for OTEC-Nauru (Feb 2022)

佐賀大学より資料提供



３．島嶼国・地域における
海洋深層水活用

（沖縄県久米島の経験の移転）
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久米島町における海洋深層水の活用
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DOW
DOW

DOW Use 
Business

OTECと共に海洋深
層水の産業利用は、
水資源の乏しい島
嶼国・地域での持
続可能な開発に貢
献する可能性が大
きい。

（またOTEC導入のためのプ
ロジェクト採算性向上にも貢
献）

CTCN/OECC Prefeasibility Study Report for OTEC-Nauru (Feb 2022)

佐賀大学より資料提供



４．気候技術センター・ネットワークと
緑の気候基金を用いたプロジェクトの推進

16



 技術メカニズムは、気候変動に関連する技術の移転を
促進するため、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）
の下に設立されたもの。

 気候技術センター・ネットワーク（CTCN）、技術執行
委員会（Technology Executive Committee: 
TEC）が同メカニズムを構成。

C
T
C
N

• 技術移転の実施を担
当。中心的役割は、
 ①途上国からの要請
に基づく技術支援の提
供、
   ②気候技術に関する
知見へのアクセスの提供、
   ③気候技術に関する
ステークホルダー間の連
携促進

T
E
C

• 技術政策課題の分
析、各国政府への助
言を実施。

概要：
• 気候変動に係る技術移転を促進するた

めの実施機関として、COP16（2010
年）にて設立が決定。2013年より稼
働・サービス提供を開始。

• [Country driven] 開発途上国からの
リクエストに基づいて、各国のニーズ
に沿った支援を行う。

• GHG排出削減、気候変動に対する脆
弱性への対処を目的とし、ローカルな
技術革新能力の強化、気候変動対策事
業への投資増加を可能とする環境整備
等のための支援を提供するため、技術
支援、能力開発（キャパビル）支援、
政策・法制度に関するアドバイス等を
実施。

• 途上国からの技術支援要請に応じ、
25万ドル規模までの技術支援を実施。

CTCNの活動費用：
UNFCCC資金メカニズム、二
国間・多国間・民間の資金、
CTCホスト機関やネットワーク
参加機関等様々な資金源に
よりカバーされることとなっている

３-1．気候技術センター・ネットワーク: CTCN 
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途
上
国

気候技術センター（CTC）
・UNEPがUNIDOと協同し、CTCNを運営（ホスト機関）
・11の中核的研究機関（コンソーシアムパートナー）が運営を支援

ネットワークメンバー（N）
民間企業、研究機関、NGO/NPO、公的機関、国際機関等

地球環境ファシリティ
（GEF）

自主的ドナー国
日本、ノルウェー、EC、デンマーク、
カナダ、米国、ドイツ、スイス等

技術支援要請

技術支援実施

・マッチメーキング
・実施費用提供（1案件：5万～25万ドル）

資
金
支
援

※5万ドル以下の場合、コンソーシアムパートナー等が支援を実施

・実現可能性調査、実証
・技術選定
・政策検討支援
・トレーニング、経験共有
等

緑の気候基金
（GCF）

Adaptation 
Fund NEW

• 気候変動に関連する技術の移転を促進するための枠組み
（技術メカニズム）の一つとして、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）の下に設立された。

• 気候技術センター（CTC）は、途上国から技術支援要請を
受け付け、支援の実施を担うネットワークメンバー（N）と途
上国のマッチメーキングを行う。

2014よりメンバー
日本からは他NEDO、
GEC、RITE等

3-1．気候技術センター・ネットワーク: CTCN 
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CTCN事務局との連携の下、関心のあ
る国の掘り起こし実施中。

認証機関（AE）と共同した投資
プロジェクトの具体設計、GCFファン
ディングプロポーザルの作成、環境
社会配慮精査、調達準備等

ナウル

その他の国

2022年2月
Pre-FS完了

2023年3月
ナウル政府・CTCN事務局と
GCF/PPFへの申請を準備中

19

島嶼国におけるOTECと海
洋深層水活用の実現へ



4. まとめ
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4. まとめ

(1)OTEC・海洋深層水の活用プロジェクトは、CRDを追求するための
有望な技術移転・展開のモデルケースとなりうる可能性がある。

(2)国際的な展開が期待される技術。他方、必要な資金規模としては
比較的大きなものであり、途上国政府・公社に加えて、企業・ド
ナー・技術者のコンソーシアムの形成が必要となる。

(3)OECCは、日本の経験を島嶼途上国に展開するための橋渡しの役
割。新しい気候資金スキームの道案内役を果たす。
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